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労働者協同組合 『にわとコ』定款 

制定 令和 6 年 2 月 16 日 

 

 

第一章 総則 

(目的) 

第一条  

本組合は、 (1)組合員が出資し、 (2) 組合員の意見が適切に反映され、 (3)組合員が事業に

参加する労働者協同組合の基本原理に基づき、 持続可能で活力ある地域社会の実現を通し

て組合員の経済的地位の向上を図ることを目的とする。 

また、地域の中で人々が生活するために必要としている仕事を協同でおこし、或いはその活

動を支援し、協同の息吹溢れる新しいコミュニティを創造することで、豊かで活力のある社

会の実現に寄与することを目的とする。 

 

(名称) 

第二条 

本組合は、労働者協同組合 にわとコ と称する。 

 

(事業を行う都道府県の区域) 

第三条 

本組合は、山形県下を主な事業区域とする。 

 

(事務所所在地) 

第四条 

本組合は、 事業所を山形県山形市大字村木沢５８６番地２ に置く。 

 

 

(公告方法) 

第五条 

本組合の公告は、 本組合の事務所の店頭の掲示場に掲示する。 

 

(規約) 

第六条 

この定款で定めるもののほか、 必要な事項は、 規約で定める。 

規約の設定、変更又は廃止は、総会の議決を経なければならない。 

前項の規定にかかわらず、 規約の変更のうち関係法令の改正 (条項の移動等当該法令に規
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定する内容の実質的変更を伴わないものに限る) に伴う規定の整理については、総 

会の議決を要せず、 理事会が決する。 この場合、総会の議決を要しない事項の範囲、変 

更の内容について書面又は電磁的方法により組合員に通知する。 

 

(組合員の意見を反映させる方策) 

第七条 

組合は、 経営方針、 事業内容、労働条件等、 組合の事業に関して、次のように全組合員

に広く意見を聴取し、 組合の事業に反映させる。 

 

組合員総会  

組合員の意見を直接反映させる最も重要な会議とする。年に一度に事業年度後期を目安に

開催し、組合員は全員が参加資格を有する。総会では、組合の運営方針、予算、重要な事業

計画などに関する議題が提示され、組合員からの意見を広く求める。なお、事業への反映の

是非については、総会において多数決による決定や理事会での審査、代表理事の権限により

決定する。 

 

 

 

第二章 事業 

(事業) 

第八条 

本組合は、 第一条に規定する目的を実現するため、次の事業を行うものとする。 

一 まちづくりの推進を図る活動 

二 移住・定住・関係人口の増加を図る活動 

三 子どもの健全教育を図る活動 

四 地域福祉のための人材を育成するための研修・講習会などの事業 

五 高齢者や子どもに関する調査、研究 

六 高齢者の社会参加、健康と生きがいづくり支援に関する事業、介護予防に関する事業お 

よび生活全般にかかわる相談事業 

七 地域づくりにかかわる事業 

八 地域に関わる仕事おこしを促進する講座や研修、相談事業 

九 住宅確保要配慮者の居住の支援に係る事業 

十 各号の事業に附帯する事業 

 

 

 



 3 

第三章 組合員 

(組合員資格) 

第九条 

本組合の組合員たる資格を有する者は、組合の設立・存立に賛同し、組合の行う事業に従事

し、又は従事しようとする個人とする。 

 

(議決権及び選挙権) 

第十条 

組合員は、 各一個の議決権及び役員又は総代の選挙権を有する。 

 

(労働契約の締結等) 

第十一条 

組合は、その行う事業に従事する組合員 (次に掲げる組合員を除く。)との間で、労働契約

を締結しなければならない。 

組合の業務を執行し、又は理事の職務のみを行う組合員 

監事である組合員 

 

(加入) 

第十二条 

組合員たる資格を有するものは、 本組合の承諾を得て、 本組合に加入するこができる。 

本組合は、加入の申込みがあったときは、 理事会においてその諾否を決する。 

 

(加入者の出資払込み) 

第十三条 

前条第二項の承諾を得た者は、引受出資口数に応ずる金額の払込みを完了した時に組合員

となる。 

 

 

(自由脱退) 

第十四条 

組合員は、予め本組合に通知したうえで、事業年度の終わりにおいて脱退することができる。 

前項の通知は、 事業年度の末日の九十日前までに、その旨を記した書面でしなければなら

ない。 

 

(法定脱退) 

第十五条 
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組合員は下記の事由によって脱退する。 

一 第九条に定められた組合員たる資格の喪失 

二 死亡 

三 第十六条に定められた除名 

 

(除名) 

第十六条 

本組合は、次の各号の一に該当する組合員を総会の議決により除名することができる。この

場合において、 本組合は、その総会の会日の十日前までに、その組合員に対しその旨を通

知し、かつ、総会において、弁明する機会を与えるものとする。 

一 長期間にわたり組合の行う事業に従事しない組合員 

なお、労働災害・産前産後・育児・介護を理由とする休業は除く 

二 出資の払込みその他組合に対する義務を怠った組合員 

三 組合の内部秩序を著しく損なう行為をした組合員 

四 組合の事業を妨げ、 又は妨げようとした組合員 

五 犯罪その他の組合の信用を失う行為をした組合員 

除名は、除名した組合員に対しその旨を通知しなければ、 これをもってその組合員に対抗

することはできない。 

 

(脱退者の出資金払い戻し) 

第十七条 

組合員は、第十四条及び第十五条により脱退したときは、その払込済出資額を限度として、

その持分の全部又は一部の払い戻しを請求することができる。 

現物出資 (第二十一条)の場合、前項に言う払込済出資額とは、 現物出資時に定款別表に記

した額をいう。 

組合は、第一項の請求を受けたときは、 組合員の本組合に対する払込済出資額を限度とし

て、組合員の脱退した事業年度末における持分 (脱退した事業年度末における 

本組合の財産が、 実行された出資の総額より減少したときは、当該出資額から当該減少額

を各組合員の当該出資額に応じて減額した額)の全部又は一部の払い戻しをする。 

組合は、持分を計算するにあたり、 組合の財産をもってその債務を完済するに足りないと

きは、脱退した組合員に対し、 その未払込出資額の全部又は一部の払込みを請求すること

ができる。 

脱退した組合員が組合に対する債務を有する場合、 脱退した組合員が債務を完済するまで

は、組合は第三項の定めによる払い戻しを停止することができる。 

組合は、事業年度の終わりにあたり、この組合の財産をもってその債務を完済するに足らな

いときは、第三項の払い戻しを行わないことができる。 
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(出資口数の減少) 

第十八条  

組合員は、特にやむを得ない理由があるときは、理事会の承認を得て事業年度の終わりにお

いてその出資口数を減少することができる。 

出資口数の減少については、 第十七条の規定を準用する。 

 

 

 

第四章 出資 

(出資一口の金額) 

第十九条  

出資一口の金額は 5 万円とする。 

組合員は、 2 口以上を保有しなければならない。 

 

(出資の払込み) 

第二十条 

出資は、その金額を一時に、又は分割して払い込むことができる。 

 

(現物出資) 

第二十一条 

現物出資は、第一回の払込みの期日に、出資の目的たる財産の全部を給付しなければならな

い。 ただし、登記、登録その他権利の設定又は移転をもって第三者に対抗するため必要な

行為は、 組合成立の後にすることを妨げない (労働者協同組合法第二十五条第三項)。 

組合成立の後に、 組合員資格のある者が現物出資による加入を申し入れたときは、 

理事会がその受け入れの条件及びその可否について検討し、 第四十一条第二項第二号 

の特別決議により総会において決する。 

本組合に現物出資する者の氏名、出資の目的たる財産及びその価格並びにこれに対 

して与える出資口数は別表のとおりとする。 

(改算式による持分の計算) 

第二十二条 

組合員の持分は、組合の正味財産につき、その出資口数に応じて算定する。 

持分の算定に当たっては、 百円未満の端数は切り捨てるものとする。 

第五章 役員 

(役員) 

第二十三条 
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本組合に、役員として理事及び監事を置く。 

役員は、組合員が総会において選挙権を行使して選挙する。 

 

(役員の定数) 

第二十四条 

本組合に、 理事 3 人以上 4 人以下を置く。 

本組合に監事 1 人以上 2 人以下を置く。 

 

(役員の任期) 

第二十五条 

役員の任期は、次のとおりとする。 ただし、再任を妨げない。 

理事 2 年又は任期中の第一回目の通常総会の終結時までのいずれか短い期間。 

ただし、就任後第一回目の通常総会が 2 年を過ぎて開催される場合にはその総会の 

終了時まで任期を延長する。 

監事 2 年又は任期中の第 2 回目の通常総会の終結時までのいずれか短い期間。 

 

ただし、就任後第 2 回目の通常総会が 2 年を過ぎて開催される場合にはその総会の 

終了時まで任期を延長する。 

補欠 (定数の増加に伴う補充を含む。) のため選出された役員の任期は、 現任者の 

残任期間とする。 

理事又は監事の全員が任期満了前に退任した場合において、 新たに選出された役員 

の任期は、 第一項に規定する任期とする。 

任期の満了又は辞任によって退任した役員は、その退任により、 前条に定めた理事 

又は監事の定数の下限の員数を欠くことになった場合には、 新たに選出された役員が 

就任するまでなお役員としての職務を行う。 

 

(役員の選挙) 

第二十六条 

役員は、総会において、 役員定数に応ずる員数の氏名を連記する無記名投票により選挙す

る。 

役員は、組合員でなければならない。 ただし、 監事は除く。 

労働者協同組合法第三十五条各号に規定する欠格事由に該当する者は、役員となる 

ことができない。 

本条第一項に関する細則は、規約で定めることとし、その変更は総会決議により行 

う。 
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(役員の報酬) 

第二十七条 

役員報酬は、理事と監事を区別して、 総会の議決により定める。 

前項の報酬の算定方法については、規則をもって定める。 

 

(理事長、理事) 

第二十八条 

理事のうち一人を理事長、 三人を理事とし、理事会において互選する。 

 

(代表理事) 

第二十九条 

理事長をもって代表理事とする。 

代表理事は、組合の業務に関する一切の裁判又は裁判外の行為をする権限を有する。 

 

(理事会) 

第三十条 

理事会は、全ての理事をもって組織する。 

理事会は、総会による議決事項とされるものを除き組合のすべての業務の執行を決定し、理

事の職務の執行を監督する。 

理事会は、各理事が招集する。 

 

 (理事会の招集手続) 

第三十一条 

理事会の招集は、理事会の会日の一週間前までに、その日時、場所及び理事会の目的たる事

項を示して各理事及び各監事に対してその通知を行うことによってしなければならない。 

ただし、 緊急の場合は、この期間を 1 日にすることができる。 

前項の通知は、電磁的方法によっても行うことができる。 

理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集手続きを経ることなく開くことが

できる。 

 

(理事会の議長) 

第三十二条 

理事会の議長は、出席者の中からその都度、 選任する。 

(理事会の議決事項) 

第三十三条 

本定款に特別の定めがある場合を除いて、次の事項は、理事会の議決を経なければならない。 
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一 本組合の業務の執行に関する事項 

二 総会の招集及び総会に付議すべき事項 

三 本組合の業務の執行のための手続きその他業務の執行について必要な事項を定め 

る規則の設定、変更及び廃止 

四 監事の監査を受けた決算関係書類及び事業報告書並びにこれらの附属明細書の承認 

五 労働者協同組合法第四十四条に定める理事の自己契約等に関する事項の承認 

六 労働者協同組合法第四十八条に定める補償契約の内容の決定 

七 労働者協同組合法第四十九条に定める役員のために締結される保険契約の内容の 

決定 

八 前各号の他、 総会の決議事項とされている事項以外であって理事会が必要と認め 

た事項 

 

(理事会の議決方法) 

第三十四条 

理事会の決議は、 議決に加わることのできる理事の過半数が出席し、その過半数をもって

行う。 

前項の議決について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができない。 

理事は、書面又は電磁的方法により理事会の議決に加わることができる。 

本組合は、理事が理事会の議決の目的である事項について提案をした場合において、当該提

案につき、 議決に加わることのできる理事の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思

表示をしたときは、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。 

 

(理事会の議事録) 

第三十五条 

理事会の議事については、労働者協同組合法施行規則第十一条の定めるところにより下記

の事項を記載する議事録を作成し、出席した理事及び監事はこれに署名し、又は記名押印す

ることとする。 

一 理事会の開催された日時及び場所又は方法 

二 理事長以外の招集に係る場合は、その招集の旨 

三 議事の経過の要領及びその結果 

四 決議を要する事項について特別の利害関係を有する理事があるときは、当該理事の氏名 

五 労働者協同組合法第三十八条第三項において準用する会社法の規定 (取締役への報告義

務)、労働者協同組合法第四十四条において準用する会社法の規定 (取締役会への出席義務)、

労働者協同組合法第四十四条第三項及び労働者協同組合法第四十八条第四項の規定に係り

述べられた意見又は発言の内容の概要 

六 理事会に出席した理事及び監事の氏名 
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七 理事会の議長の氏名 

八 第三十四条第四項の規定により理事会の決議があったものとみなされた場合、その事項

の内容、その事項を提案した理事の氏名、 決議があったとみなされた日、議事録の作成に

係る職務を行った理事の氏名 

九 労働者協同組合法第四十条第五項の規定により理事会への報告を要しないものとされ

た場合、報告を要しないとされた事項の内容、 その報告を要しないとされた日、 議事録の

作成に係る職務を行った理事の氏名 

前項の議事録を電磁的記録をもって作成する場合には、出席した理事及び監事は、これに電

子署名をしなければならない。 

本組合は、議事録を通常総会の日の二週間前の日から十年間主たる事務所に、その写しを五

年間従たる事務所に備え置く。 

 

(監事) 

第三十六条 

監事は、理事の職務の執行を監査する。 この場合において、 監事は、労働者協同組合法施

行規則第九条の定めるところにより監査報告を作成しなければならない。 

本組合は、監査報告書を通常総会の日の二週間前の日から十年間主たる事務所に、 

その写しを五年間従たる事務所に備え置く。 

 

 

 

第六章 総会 

( 総会の招集) 

第三十七条 

本組合の総会は、 通常総会及び臨時総会とする。 

通常総会は、毎事業年度終了後二月以内に、 臨時総会は必要があるときはいつでも 

理事会の議決を経て、 代表理事が招集する。 

総会は、組合員の 3 分の 2 以上の出席を定足数とする。 ただし、特別の決議を行う 

場合は、第四十一条による。 

組合員が、総組合員の五分の一以上の同意を得て、 会議の目的である事項及び招集理由を

記した書面を提供して総会の招集を請求したときは、理事会は、その請求のあった日から二

十日以内に臨時総会を招集すべきことを決すこととする。前項の場合、 組合員は、 請求招

集を書面に代えて電磁的方法により提出することができる。 

第三項の請求の定めによる請求をした組合員は、同項の請求をした日から十日以内に理事

が招集の手続をしないときは、労働者協同組合法第六十条の規定により、行政庁の承認を得

て総会を招集することができる。 
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(総会招集手続) 

第三十八条 

総会の招集者は、会日の十日前までに、組合員に対して書面又は電磁的方法で、総会の日時、

場所及び総会の目的である事項を示して通知しなければならない。ただし、組合員の全員の

同意があるときは、招集の手続を経ることなく開催することができる。 

 

(総会の議長) 

第三十九条 

総会の議長は、総会に出席した組合員のうちから、その都度選出する｡ 

 

(議決権及び選挙権の書面又は代理人による行使) 

第四十条 

組合員は、 第三十八条の規定によりあらかじめ通知された事項について、書面又は他の組

合員である代理人により議決権又は選挙権を行使することができる。 

代理人が代理できる組合員の数は、 四人以内とする。 

組合員は、第一項の規定による書面をもってする議決権又は選挙権の行使に代えて、議決権

又は選挙権を電磁的方法で行使することができる。 

組合員は、あらかじめ通知された事項について代理人として議決権及び選挙権を電磁的方

法で行う場合に、その代理権を証するについて、書面に代え電磁的方法により行うことがで

きる。 

 

(総会の決議事項) 

第四十一条 

次に掲げる事項は、 総会の議決を経なければならない。 

一 規約の設定、変更又は廃止 

二 毎事業年度の収支予算及び事業計画の設定又は変更 

三 組合の子会社の株式又は持分の全部又は一部の譲渡 

四 労働者協同組合連合会への加入又は労働者協同組合連合会からの脱退 

五 役員の選挙又は選任 

六 組合員による役員の解任請求 

七 決算関係書類の承認 

次に掲げる事項は、 総組合員の半数以上が出席し、 その議決権の三分の二以上の多数によ

る議決を必要とする。 (特別の決議)。 

一 定款の変更 

二 組合の解散又は合併 
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三 組合員の除名 

四 事業の全部の譲渡 

五 労働者協同組合法第九条第三項ただし書の承諾 

六 労働者協同組合法第四十五条第五項の規定による責任の免除 

七 新設合併設立委員の選任 

 

(総会への報告) 

第四十二条 

理事は、各事業年度に係る組合員の意見を反映させる方策の実施の状況及びその結果を、通

常総会に報告しなければならない。 

理事は、次の各号に掲げる事由が生じたときは、当該各号に掲げる事項を、その事由が生じ

た日後最初に招集される総会に報告しなければならない。 

一 就業規則の作成 当該就業規則の内容 

二 就業規則の変更 当該変更の内容 

三 労働協約の締結 当該労働協約の内容 

四 労働基準法 (昭和二十二年法律第四十九号) 第四章に規定する協定の締結又は委 

員会の決議 当該協定又は当該決議の内容 

 

(総会の議事録) 

第四十三条 

総会の議事について、労働者協同組合法施行規則第六十九条の定めるところにより下記の

事項を記載する議事録を作成しなければならない。 

一 総会の開催された日時及び場所又は方法 

二 総会の議事の経過の要領及びその結果 

三 労働者協同組合法第三十八第三項に係る会社法の規定(会計参与等の選任等、株 

主総会への報告義務、監査役の報酬) の準用により述べられた意見又は発言がある 

ときは、その意見又は発言内容の概要 

四 総会に出席した役員の氏名 

五 総会の議長の氏名 

六 議事録の作成を行った理事の氏名 

創立総会の議事について、 労働者協同組合法施行規則第四条の定めるところにより 

下記の事項を記載する議事録を作成しなければならない。 

一 創立総会が開催された日時及び場所 

二 創立総会の議事の経過の要領及びその結果 

三 創立総会に出席した発起人又は設立当時の役員の氏名 

四 創立総会の議長の氏名 



 12 

五 議事録の作成を行った発起人の氏名 

本組合は、総会の議事録を、総会の日から十年間主たる事務所に、その写しを五年 

間従たる事務所に備え置く。 

 

 

 

第七章 会計 

(事業年度) 

第四十四条 本組合の事業年度は、毎年 1 月 1 日に始まり、12 月 31 日に終わるものと 

する。 

 

(剰余金の処分) 

第四十五条 剰余金は、準備金、資本準備金、就労創出等積立金、教育繰越金及び従事分 

量配当金としてこれを処分する。 

 

(準備金) 

第四十六条 

本組合は、 出資総額の二分の一に相当する金額に達するまでは、毎事業年度の剰余金 (た

だし、 前期繰越損失がある場合には、これを補填した後の金額)の十分の一以上を準備金と

して積み立てるものとする。 

前項の定めによる準備金は、 欠損金の補填に充てる場合を除いて取り崩すことができない。 

 

(資本剰余金) 

第四十七条 

本組合は、減資差益及び合併差益を資本剰余金として計上することとする。 

 

(就労創出等積立金) 

第四十八条 

本組合は、その事業規模又は事業活動の拡大により就労機会の創出を図るために必要な費

用に充てるため、 毎事業年度の剰余金の二十分の一以上を就労創出等積立金として積み立

てるものとする。 

 

(教育繰越金) 

第四十九条 

本組合は、 組合の事業に関する組合員の知識の向上を図るために必要な費用に充てるため、

毎事業年度の剰余金の二十分の一以上を教育繰越金として翌事業年度に繰り越さなければ
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ならない。 

 

(従事分量配当又は繰越し) 

第五十条 

本組合は損失を補填し、第四十六条の規定による準備金、資本準備金、就労創出等積立金、

教育繰越金を控除してなお剰余金があるときは、総会の議決によりこれを組合員に配当し、

又は翌事業年度に繰り越すものとする。 

配当を行う場合は、組合員が組合の事業に従事した程度に行い、 算定方法は別途規則に定

める。 

本組合は、組合員が出資の払込みを終わるまでは、その組合員に配当する剰余金をその払込

みに充てることができる。 

 

(欠損金の補填) 

第五十一条 

本組合は、 欠損金が生じたときは、 繰越剰余金、 第四十六条の規定により積み立てた積

立金、 第四十七条の規定により積み立てた資本剰余金の順に取り崩してその補填に充てる

ものとする。 

 

 

 

第八章 解散 

(解散事由) 

第五十二条 

本組合は、次の事由により解散する。 

一 総会の決議 

二 組合の合併 

三 組合についての破産手続き開始の決定 

四 定款で定める存続期間の満了 

五 行政庁による解散命令 

六 組合員が三人未満となり、 そのなった日から引き続き六月間その組合員が三人以上に

ならなかった場合において、 その六月を経過した時 

本組合は、前項の第一号、第四号又は第六号の事由により解散するときは、総会に 

おいて他人を選任したときを除き、 理事が清算人となる。 

 

(残余財産の処分) 

第五十三条 
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本組合は、 債権・債務清算後の残余財産について、 その持ち分の全部又は一部を払い戻す

こととする。 

本組合は、前項の払戻しの後になお残余財産があるときは、総会において清算人報告に基づ

いて国若しくは地方公共団体又は他の労働者協同組合のいずれかに帰属させるものとする。 

 

 

 

附則 

1 設立当時の役員の任期 

設立当時の理事の任期は第二十五条の定めにかかわらず、 役員を選任した創立総会の日 

より最初の通常総会の終結時までとする。 

2 最初の事業年度 

最初の事業年度は、 本組合の設立の日より、令和 6 年 12 月 31 日までとする。 


